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• 日本は、2019年の宇宙開発戦略本部において参画方針を決定し、2020年
７月に月周回有人拠点（ゲートウェイ）への機器等の提供や月面を探査する
与圧ローバの開発を目指すことを表明。

• 2021年12月、岸田総理から宇宙開発戦略本部において「2020年代後半に、
米国人以外で初となる日本人の月面着陸の実現を図る」旨を表明。

• 2023年12月の同本部で、岸田総理から、「特に、アルテミス計画においては、日本人
宇宙飛行士の、初の月面着陸の機会が十分に確保できるよう、 NASAと交渉を加速」すると発言。

１．「与圧ローバによる月面探査の実施取決め」について

１．アルテミス計画（将来の火星有人探査も見据え、国際パートナーと共に、月面での持続的な探査を目指す米国の計画）

JAXA/TOYOTAが研究開発中の
与圧ローバ(イメージ)

【出典】TOYOTA

２．「与圧ローバによる月面探査の実施取決め」について

署名した実施取決めを掲げる
盛山大臣とネルソン長官

３．日本人宇宙飛行士の月面着陸の時期について

• 日本による与圧ローバの開発・運用と、米国による日本人宇宙飛行士の２回の
月面着陸の機会の提供等について規定。

• 本年4月９日（米国時間）に盛山文部科学大臣とNASA長官との間で署名。
《 その他の主な内容 》

• 着陸時期については可能な限り早期の搭乗や、与圧ローバが月面に到着したタイミングを考慮する。
• 与圧ローバの打上げは2031年を目指す。
• ローバの運用期間は月面到着後、10年間。

• 本年４月10日の日米首脳共同声明において、今後のアルテミス計画において日本人宇宙飛行
士が米国人以外で初めて月面に着陸するという共通の目標を発表した。

• 2023年12月20日の米国国家宇宙会議でハリス副大統領が、米国だけでなく、外国の宇宙飛
行士も、この10年の終わりまでに月面に降り立たせる旨、米国として初めて表明。
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（参考）X・Instagramでの発信や報道状況

■日本経済新聞
11日朝刊3面 有人月探査も連携
11日ウェブ（5:00） 日本人2人とトヨタ車、月面へ アルテミスが挑む経済圏
14日朝刊1面 先端技術、中国より先に

■読売新聞
11日夕刊1面 日本人2人月面着陸合意 アルテミス計画 1人目は28年目標
11日ウェブ（3:14） 日本人宇宙飛行士2人の月面着陸、日米両政府が合意 「アルテミス計画」で28年・32年を目標
14日朝刊3面 月に日本人 米と利害一致

■朝日新聞
11日朝刊1面 日本人2人 月面着陸へ 日米合意 28年にも1人目
11日朝刊3面 日本人初の月着陸 候補7人 「米国人以外も初」3人目以降も可能性
11日ウェブ（6:00） 有人月探査「アルテミス計画」 日本人宇宙飛行士の候補2人は誰に？

■東京新聞
11日夕刊1面 月着陸に日本人2人 米探査計画 28年以降

■産経新聞
11日朝刊22面 月へ日本人2人 決定 アルテミス計画、2028年にも

■日刊工業新聞
11日朝刊2面 月面探査で協力強化 NASAと 日本、ローバー担当

■時事通信
11日ウェブ（8:25） 日本人宇宙飛行士、月面へ 20年代末にも実現か

■NHK NEWS
11日（12:44） 日本人宇宙飛行士の月面着陸盛り込んだ取り決め 日米間で署名

■TBS NEWS DIG
11日（3:16） 日本人宇宙飛行士2人が月面着陸へ 「アルテミス計画」で日米合意 2031年には月を走る車

■FNNプライムオンライン
11日（2:53） 日米首脳会談 日本人初の月面着陸2回を確認 アルテミス計画実施取り決め

■テレ朝news
11日（3:40） 日本人宇宙飛行士2人が月面へ 月面探査車で1ヵ月生活も アルテミス計画

• 全国紙各紙が１面に掲載する、特集を組むなど大きな反響があった。
• 日本人宇宙飛行士が月面へ降り立つ時期に着目し、米国についで２番目となる見込みである点で

ある点を伝えるとともに、アルテミス計画の概要や与圧ローバなどを紹介する記事が多かった。
• 米国は、宇宙分野に限らない、日米連携の成果である点も強調していた。

■文部科学省X投稿

■NASA長官X投稿
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２．NASA予算概要＜FY2024承認・FY2025要求＞
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FY2024歳出法案承認

⚫ 2024年3月9日に大統領署名及び法案が成立。

⚫ 予算総額は$24.88B。債務上限問題に端を発して成立した財政責任法

（Fiscal Responsibility Act of 2023）により、FY2024及びFY2025の

裁量的経費に上限が定められた影響を受け、当初要求額($27.19B)と比較し

$2.31B減となった。

⚫ 深宇宙探査関連予算総額は＄7,666Mで、当初要求額($7,971M)と比較

し$305M減となった。

FY2025要求

⚫ 2024年3月11日、バイデン大統領が予算教書を発表。

⚫ 予算要求総額は$25.38B(前年要求額比6.6％減)。

裁量的経費上限を受け、FY2023予算と同水準となった。

⚫ 深宇宙探査関連予算要求総額は＄7,618M。

前年要求額と比べると4.4%減であるものの、全体予算が削減

される中、FY2023予算で割り当てられた金額 ($7,448M) 

よりも$170M増となった。

✓ 有人月着陸システム(HLS) について、2026年予定の無人

飛行テストや、HLSの発展型として与圧ローバや月面拠点等

の大型貨物を輸送できる着陸システムの開発を進めるため、

関連予算が増加。

✓ Gateway について、 2026年に打上げを予定している

PPE/HALOモジュールの組立・統合試験、運用準備等を進

めるため、予算が増加。

✓ 船外宇宙服(xEVA)及び有人月面探査車関連について、

2024年4月に公募結果が公表された有人曝露ローバ(LTV)

の開発等を進めるため、予算が増加。

⚫ ISS退役時に安全に軌道から離脱させるための宇宙船

(USDV)の開発に$109Mを、商業低軌道開発(商業宇

宙ステーション等)に＄170Mを要求。いずれも前年から要

求額としては減少しているが、2030年のISS退役に備え、

FY2026以降にこれらの予算を確保するため、ISSでの実験

や宇宙飛行士の飛行機会の削減などを含めたトレードオフを

が必要である旨の記載あり。

深宇宙探査関連（主な事項）

項目
FY2023
運用計画

FY2024
承認(※)

FY2025
要求

深宇宙探査関連合計 ＄ 7,448 M ＄ 7,666 M ＄ 7,618 M

Orion宇宙船 ＄ 1,315 M - ＄ 1,031 M

SLSロケット ＄ 2,567 M  - ＄ 2,423 M  

打上げ関連地上設備 ＄ 835 M - ＄ 759 M

有人月着陸システム
(HLS)

＄ 1,386 M - ＄ 1,896 M

Gateway ＄ 779 M - ＄ 818 M

船外宇宙服(xEVA)及び
有人月面探査車

＄ 325 M - ＄ 434 M

その他 ＄ 241 M - ＄ 257 M

NASA全体合計 ＄ 25.38 B ＄ 24.88 B ＄ 25.38 B

出典： https://www.nasa.gov/fy-2025-budget-request/ （NASA FY2025 Budget Request）
https://www.congress.gov/bill/118th-congress/house-bill/4366/all-actions（米FY2024統合歳出法案）

(※)FY2024承認予算額については詳細な内訳は公表なし



• アルテミス計画における月面移動手段の一つとして、2025年度NASA予算教書においてアルテミス5ミッションの一環と
して2030年頃の打上げが予定されている。

３．アルテミス計画向け曝露ローバ（LTV）開発業者選定について

• 与圧ローバ（PR）との違いとして、与圧空間を持たず宇宙飛行士は宇宙服の着用が必要となる。NASA Moon to 
Mars Architectureにおいてはローカルな探査用として位置付けられている。

• 2024年4月3日、NASAはLTV開発業者として下記3社を選定。 NASAは3社とまずは少額の基本設計フェーズま
での契約を締結。 今後、１社に絞られる予定。

代表企業：Intuitive Machines
名称：RACER （Reusable 
Autonomous Crewed Exploration 
Rover）

代表企業：Lunar Outpost
名称：Lunar Dawn

代表企業：Venturi Astrolab
名称：FLEX (Flexible Logistics and Exploration)

©Astrolab©Lunar Outpost©Intuitive Machines

＜FY2025 NASA予算教書上のスケジュール＞

出典： https://www.nasa.gov/fy-2025-budget-request/ （NASA FY2025 Budget Request）
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（参考）NASA Moon to Mars Architectureについて

アーキテクチャの検討プロセス

目的からアーキテクチャの各構成要素まで分解するプロセスを表現した図

⚫ アーキテクチャを作成するアプローチとして、NASAがこれまで実施してきた”capabilities-based(能力ベース)”のアプローチでは
なく、”objective-based(目的ベース)”のアプローチを採用。検討のプロセスとしては、最終的なゴールとなる「Moon to Mars 
Objectives」を分解する形で、目的に必要な特徴やニーズ（Characteristic & Needs）、特徴やニーズを生み出すような
ユースケース（Use Cases）、ユースケースを実行するために必要な機能（Functions）の順番に検討。更に、ユースケースか
らミッションや運用概念の設計を、必要な機能から必要な要素システム (Elements) や要求 (Requirements) の検討を実
施。
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（参考）NASA Moon to Mars Architectureについて

出典：https://www.nasa.gov/moontomarsarchitecture/
https://www.nasa.gov/wp-content/uploads/2024/01/rev-a-acr23-esdmd-001-m2madd.pdf?emrc=65efa4d95c7b7
https://www.nasa.gov/wp-content/uploads/2024/02/01-2024-architecture-workshop-architecture-overview-and-updates.pdf?emrc=18c4b5

⚫ アーキテクチャ定義文書の改訂版ではMoon to Mars Objectivesを達成するために必要なElementとして、日本が提供する
方向でNASAと議論を進めていた有人与圧ローバ(Pressurized Rover)が新たに追加された。

改訂版で追加されたElements

Gateway Extravehicular Robotic System
(Gatewayの船外ロボットアーム)

Gateway ESPIRIT Refueling Module
(Gatewayの燃料補給・観測窓モジュール)

Gateway Airlock Module
(Gatewayのエアロックモジュール)

Human-class Delivery Lander
(大型月面輸送着陸機)

Pressurized Rover (有人与圧ローバ)

Lunar Terrain Vehicle (有人曝露ローバ)

Elementsの例

初版で識別されたElements

Space Launch System (大型打上げロケット)

Orion Spacecraft (有人宇宙船)

Exploration Ground Systems (地上設備)

Gateway (月周回有人拠点)

Deep Space Logistics (物資補給)

Human Landing System (有人月面着陸機)

xEVA System (船外活動服)

Comm, Positioning, Navigation, Timing
(通信, 測位, 航法, 測時)

Commercial Lunar Payload Services 
(商業月面輸送サービス)

https://www.nasa.gov/moontomarsarchitecture/
https://www.nasa.gov/wp-content/uploads/2024/01/rev-a-acr23-esdmd-001-m2madd.pdf?emrc=65efa4d95c7b7
https://www.nasa.gov/wp-content/uploads/2024/02/01-2024-architecture-workshop-architecture-overview-and-updates.pdf?emrc=18c4b5
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４．若田宇宙飛行士 米国Axiom Space社参画について

©AXIOM Space

• 若田光一宇宙飛行士は2024年3月31日付でJAXAを退職。

• 32年間のJAXA在籍中に、5回の宇宙飛行、2回の船外活動、累計
504日の宇宙滞在となり日本人最長記録を更新。日本人初のISS船長
にも就任し、日本の有人宇宙活動を牽引した。

• 退職に関する記者会見では「有人宇宙飛行の現場で、生涯現役で頑
張っていきたいという目標は変わらず、民間セクターによる活動を盛り上げ
ていきたい」と話されていた。

１．JAXAを退職

２．米国AXIOM Space社に参画

©JAXA/NASA

• 米国AXIOM Space社に宇宙飛行士兼アジア太平洋地域最高技術責任者として入社
するという発表があった（2024年4月）。

• 若田宇宙飛行士は、アジア太平洋地域におけるAXIOM Spaceのビジネスと戦略的プレ
ゼンスの拡大をリードし、世界初の民間宇宙ステーションであるAxiom Stationの発展に
貢献することを期待されている。

• 2016年にNASAでISSプログラムマネージャを務めたサファディーニ氏らが
創始し、ヒューストンを事業拠点としている。

• ①ISS後継の商業宇宙ステーションの開発、②民間主導の宇宙飛行、③
有人月面着陸で使用する宇宙服の開発等の事業展開を行っている。

３．米国AXIOM Space社とは

ISS か ら 分 離 し た
AXIOM Station

©Axiom Space

ISSに接続するAXIOM Staiton

©Axiom Space

船外活動（EVA）を行う若田宇宙飛行士
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５．三菱商事による米国Starlab Space社への出資について

• 日本時間2024年4月5日に、Starlab Space社は三菱
商事を戦略的パートナーおよび出資者として迎え入れたこと
を発表した。

• このパートナーシップより、 Starlab Space社はグローバル
な組織へと発展。更に、このパートナーシップにより、 
Starlab Space社の最新技術を活用し、日本の宇宙業
界のLEO市場へのアクセス拡大が期待される。（Starlab 
Space社プレスリリースより）

米国Starlab Space社とは

• Starlab Space社は（米）ボイジャー・スペース社、（欧）エアバス社、
（日）三菱商事からなるグローバルなジョイントベンチャー。

• Starlab商業宇宙ステーションの設計、建設、運営を行う。

• Starlab商業宇宙ステーションを1回で打ち上げるため、Space Xのス
ターシップで打ち上げる予定（以前は2028年に打上げ予定とあったが、
2024年1月31日の発表では具体的な日時については触れられていな
い） “Starlab商業宇宙ステーション”   

©Nanoracks/Lockheed Martin/Voyager Space

https://kyodonewsprwire.jp/release/202404049064

https://kyodonewsprwire.jp/release/202404049064
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（参考）米国の商業ステーション関連の動向

○ 2020年1月、NASAは商用モジュールを構築するプログラムに米アクシオム・スペース社を選出。

○ 2021年7月、NASAは商用宇宙ステーションの開発に係るCommercial Low Earth Orbit Destinations (CLD)プログラ
ムに関する提案を募集。2021年12月、プログラムにおいて、米企業3社と商用宇宙ステーションの設計に関する契約を締結。

“Starlab”   

米ブルー・オリジン社

シエラ・スペース社等と共同で、
商用宇宙ステーション「Orbital 
Reef」を建設する。2027年に
Orbital Reefの運用開始を目
指す。

米ナノラックス社

ボイジャー・スペース社と共同で、
商用宇宙ステーション
「Starlab」を開発する。エアバ
ス・ディフェンス・スペース社とも
提携。

米ノースロップ・グラマン社

2023年10月、報道によると、
自社による商業ステーション建
設の計画を中止し、今後、ボイ
ジャー・スペース社の「star 
lab」の開発に協力するとのこと。

©Orbital Reef

©Nanoracks/Lockheed Martin/Voyager Space ©Northrop Grumman

“Axiom Station”   

米アクシオム・スペース社

最初の商用モジュールは、2026年に
ISSに取り付けられる形で打上げ予定
(図1)。
将来的には、ISSから分離して、商用
宇宙ステーションを形成予定(図2)。

図2

©Axiom Space
図1

NASAは、米国商業宇宙ステーショ
ンからLEO利用サービスを調達予定。
調達先を2025年から2026年にか
けて1，2社選定

2024年1月、NASAはノースロップ・グラマン社が撤退した資金の再配分
のために、2社に契約変更(新たな業務追加)と追加資金の提供を発表。

“Orbital Reef” 



６．宇宙開発戦略基金 実施方針（案）について（一覧）
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